
令和７年度　決算書類

令和07年4月1日から令和08年3月31日まで

公益財団法人　都市づくりパブリックデザインセンター



（※）令和 7 年度財務諸表並びに令和 8 年度収支予算書及び同内訳書は、令和 7 年 4 月施

行の会計基準に準じた仕様となっております。

そのため、前年度の財務諸表等とは様式・記載内容等が一部異なっておりますので、

ご了承くださいますようお願いいたします。
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公益財団法人都市づくりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ
（単位：円）

科 目 当期 前期 科 目 当期 前期
Ⅰ 流 動 資 産 48,854,659 40,948,246 Ⅰ 流 動 負 債 1,683,102 1,506,007

現金預金 44,768,734 40,055,088 未払金 1,100,575 941,914
未収入金 3,666,706 550,000 預り金 582,527 564,093
立替金 28,536 6,229 Ⅱ 固 定 負 債 14,346,600 12,100,260
未収消費税等 390,683 336,929 退職給付引当金 14,346,600 12,100,260

Ⅱ 固 定 資 産 209,938,570 227,726,121 負 債 合 計 16,029,702 13,606,267

１.有形固定資産 136,306 272,608

什器備品 136,306 272,608 科 目 当期 前期
２.無形固定資産 449,904 449,904 Ⅰ 指定純資産 0 0
電話加入権 449,904 449,904 Ⅱ 一般純資産 242,763,527 255,068,100

３.その他固定資産 209,352,360 227,003,609 Ⅲ その他有価証券評価差額金 0 0
投資有価証券 207,122,259 224,643,026
敷金 1,729,920 1,729,920
長期前払費用 500,181 630,663 純 資 産 合 計 242,763,527 255,068,100

資 産 合 計 258,793,229 268,674,367 負債・純資産合計 258,793,229 268,674,367

貸借対照表

令和 8年 3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

－
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公益財団法人都市づくりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ
（単位：円）

当期 前期
Ⅰ 経常活動区分
経常収益
資産運用益 8,576,506 6,536,240
受取会費 4,855,000 4,935,000
賛助会員受取会費 4,855,000 4,935,000

事業収益 5,535,400 8,389,200
公1事業収益 5,535,400 8,389,200

雑収益 5,809,774 8,649,743
受取利息 0 6,934
雑収益 604,011 340,929
為替差益 5,205,763 8,301,880

経常収益計 24,776,680 28,510,183
経常費用
事業費 41,230,341 40,256,003
公1事業費 41,230,341 40,256,003

管理費 5,461,777 5,096,577
役員報酬 1,731,598 1,703,755
給料手当 473,520 462,720
退職給付費用 196,634 196,508
法定福利費 184,806 0
福利厚生費 4,589 225,021
会議費 600 0
旅費交通費 125,845 128,888
通信運搬費 29,893 156,466
減価償却費 13,631 25,387
消耗品費 220,223 133,364
印刷製本費 40,945 39,927
光熱水料費 17,993 17,693
賃借料 850,007 863,313
保険料 4,008 0
諸謝金 1,024,373 1,003,739
租税公課 2,660 3,620
負担金 60,500 55,000
支払手数料 473,902 0
雑費 6,050 81,176

経常費用計 46,692,118 45,352,580
経常収益費用差額 △ 21,915,438 △ 16,842,397

Ⅱ その他活動区分
その他収益
特定資産評価益 9,615,865 24,904,596
為替差益 9,615,865 24,904,596

その他収益計 9,615,865 24,904,596
その他費用
財務活動損失 5,000 1,713,544
特定運用資産償還差損 5,000 1,713,544

その他費用計 5,000 1,713,544
その他収益費用差額 9,610,865 23,191,052

当期収益費用差額 △ 12,304,573 6,348,655

活動計算書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで
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公益財団法人都市づくりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ （単位：円）

Ⅰ 経常活動区分
経常収益

資産運用益 5,145,904 3,430,602 8,576,506
受取利息 5,145,904 3,430,602 8,576,506

受取会費 2,427,500 2,427,500 4,855,000
賛助会員受取会費 2,427,500 2,427,500 4,855,000

事業収益 5,535,400 0 5,535,400
公1事業収益 5,535,400 0 5,535,400

雑収益 5,809,774 0 5,809,774
雑収益 604,011 0 604,011
為替差益 5,205,763 0 5,205,763

経常収益計 18,918,578 5,858,102 24,776,680
経常費用

事業費 41,230,341 0 41,230,341
公1事業費 41,230,341 0 41,230,341

管理費 0 5,461,777 5,461,777
役員報酬 0 1,731,598 1,731,598
給料手当 0 473,520 473,520
退職給付費用 0 196,634 196,634
法定福利費 0 184,806 184,806
福利厚生費 0 4,589 4,589
会議費 0 600 600
旅費交通費 0 125,845 125,845
通信運搬費 0 29,893 29,893
減価償却費 0 13,631 13,631
消耗品費 0 220,223 220,223
印刷製本費 0 40,945 40,945
光熱水料費 0 17,993 17,993
賃借料 0 850,007 850,007
保険料 0 4,008 4,008
諸謝金 0 1,024,373 1,024,373
租税公課 0 2,660 2,660
負担金 0 60,500 60,500
支払手数料 0 473,902 473,902
雑費 0 6,050 6,050

経常費用計 41,230,341 5,461,777 46,692,118
経常収益費用差額 △ 22,311,763 396,325 △ 21,915,438

Ⅱ その他活動区分
その他収益

特定資産評価益 9,615,865 0 9,615,865
為替差益 9,615,865 0 9,615,865

その他収益計 9,615,865 0 9,615,865
その他費用

財務活動損失 5,000 0 5,000
特定運用資産償還差損 5,000 0 5,000

その他費用計 5,000 0 5,000
その他収益費用差額 9,610,865 0 9,610,865

当期収益費用差額 △ 12,700,898 396,325 △ 12,304,573
期首純資産 255,068,100 0 255,068,100
期末純資産 242,367,202 396,325 242,763,527

活動計算書内訳表

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科 目 公益目的事業会計 法人会計 合計
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（単位：円）

科目 場所・物量等 使用目的等 金 額
流動資産
  現金預金 手元保管 運転資金 51,209

普通預金 1,215,823
　みずほ銀行恵比寿支店 運転資金 571,439
　みずほ銀行USD普通預金 運転資金 36
　みずほ銀行AUD普通預金 運転資金 1
　大和ネクスト銀行普通預金USD 運転資金 166
　大和ネクスト銀行普通預金AUD 運転資金 260,992
　みずほ銀行恵比寿支店 運転資金 138,198
　みずほ銀行恵比寿支店 運転資金 244,988
　大和ネクスト銀行 運転資金 3
特定費用準備資金外貨預金 32,355,600
　大和ネクスト銀行定期預金AUD 特定資産である。 32,355,600
特定費用準備資金普通預金 11,146,102
　みずほ銀行恵比寿支店 特定資産である。 11,053,834
　みずほ銀行恵比寿支店 特定資産である。 92,268

  未収入金 3,666,706
  立替金 28,536
    都市景観の日実 28,536
    行委員会
  未収消費税等 390,683
固定資産
1.有形固定資産

什器備品 136,306
2.無形固定資産

電話加入権 449,904
3.その他固定資産

投資有価証券 207,122,259
退職給付有価証券 14,346,600

    みずほ証券 特定資産である。 4,463,400
    三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽ 特定資産である。 9,883,200

ﾀﾝﾚｰ証券
  特定費用準備資金 21,330,785
  有価証券
    みずほ証券 特定資産である。 5,562,800
    大和証券 特定資産である。 15,767,985
  公益目的保有財産 171,444,874
  運用有価証券
    大和証券 特定資産である。 9,863,400
    大和証券 特定資産である。 10,402,400
    大和証券 特定資産である。 4,232,015
    みずほ証券 特定資産である。 146,947,059
  敷金 1,729,920
  長期前払費用 500,181

    資産合計 258,793,229

流動負債
  未払金 1,100,575
  預り金 582,527
固定負債
  退職給付引当金 14,346,600

    負債合計 16,029,702

    純資産合計 242,763,527

財産目録

令和 8年 3月31日現在

公益財団法人都市づくりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ
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財務諸表に対する注記

公益財団法人都市づくりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ

１．継続組織の前提
　該当なし

２．重要な会計方針
　令和7年4月1日施行公益法人会計基準を採用している。

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券…取得原価によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。

(3) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）…定率法によっている。

(4) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の為替相場により円貨に換算し、経常的な換算差額は
経常活動区分の為替差損益、経常的でない換算差額はその他活動区分の為替差損益
として処理している。

(5) 引当金の計上根拠及び計上基準
退職給付引当金…当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年
度末に発生していると認められる額を計上している。期末自己都合要支給額を退職給
付債務又は退職給付引当金とする簡便的な方法を適用している。

(6) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
該当なし。

(7) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっている。

３．重要な会計方針等の変更
　該当なし

４．貸借対照表の注記
(1) 会計区分別内訳

(単位：円)

内部取引等消去

（記載上の留意事項）
・公益目的事業会計上に「長期他会計借入金」といった勘定科目で負債を計上する場合には、
①借入の財源（法人活動保有財産、資産取得資金、特定費用準備資金又は指定寄附資金）、
②事情（資金不足により公益目的事業を継続することが困難な状況）を脚注に記載する。

固定資産
総資産

209,938,570
256,239,739

科目
流動資産

公益目的事業会計
46,301,169

総負債
純資産

16,029,702
240,210,037

流動負債
固定負債

1,683,102
14,346,600

法人会計
2,553,490

0
2,553,490

0
0
0

2,553,490

0
0
0
0
0
0
0

合計
48,854,659

209,938,570
258,793,229

14,346,600
1,683,102

16,029,702
242,763,527
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　(2) 資産及び負債の状況
(単位：円)

（記載上の留意事項）
　1. 資産を他の事業等と共用している場合には、法人において、区分、分離可能な範囲で財産を確定し、表示する。
　　ただし、物理的な特定が困難な場合には、一つの事業の資産として確定し、共用財産である旨を記載するものとする。
　　
　2. 基本財産、使途拘束資産（控除対象財産：公益目的保有財産、法人活動保有財産、公益充実資金、特定費用準備資金、
　　資産取得資金及び指定寄附資金）を有する場合には、使用目的等の欄に明示するものとする。
　　このほか、法人が設定した特定資産がある場合も同様とする。

みずほ銀行AUD普通預金
大和ネクスト銀行普通預金USD

  立替金
    都市景観の日実
    行委員会
  未収消費税等

  未収入金
みずほ銀行恵比寿支店

  電話加入権
3.その他固定資産
  退職給付有価証券
    みずほ証券

固定資産
1.有形固定資産
  什器備品
2.無形固定資産

    みずほ証券
    大和証券
  公益目的保有財産
  運用有価証券

    三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽ
    ﾀﾝﾚｰ証券
  特定費用準備資金
  有価証券

  敷金
  長期前払費用
    資産合計
流動負債

    大和証券
    大和証券
    大和証券
    みずほ証券

    負債合計
    純資産合計

  未払金
  預り金
固定負債
  退職給付引当金

242,763,527
16,029,702
14,346,600

582,527
1,100,575

258,793,229

科目 場所・物量等 使用目的等 金額

流動資産
  現金預金 手元保管

普通預金
みずほ銀行恵比寿支店
みずほ銀行USD普通預金

51,209

大和ネクスト銀行普通預金AUD
みずほ銀行恵比寿支店
みずほ銀行恵比寿支店
大和ネクスト銀行
特定費用準備資金外貨預金
大和ネクスト銀行定期預金AUD
特定費用準備資金普通預金
みずほ銀行恵比寿支店

390,683

32,355,600
32,355,600
11,146,102
11,053,834

1,215,823
571,439

36
1

166
260,992
138,198
244,988

3運転資金

特定費用準備資金(旧特定資産)

特定費用準備資金(旧特定資産)
特定費用準備資金(旧特定資産)
事業収益の未収入金

92,268
3,666,706

28,536
28,536

退職金の支払いに備えたもの

源泉所得税及び社会保険料の預かり
事業費の未払金

136,306

449,904

14,346,600
4,463,400
9,883,200

21,330,785

5,562,800
15,767,985

171,444,874

9,863,400
10,402,400
4,232,015

146,947,059
1,729,920

500,181

特定費用準備資金(旧特定資産)

公益目的保有財産(旧特定資産)
公益目的保有財産(旧特定資産)
公益目的保有財産(旧特定資産)
公益目的保有財産(旧特定資産)
アぺニュー音羽２０６号室

東京電力PG社債42回
第15回三菱UFJファイ
ナンシャルＧ社債

東京電力PG社債42回
大和証券G第43回社債

東京電力PG社債50回
東京電力PG社債64回
大和証券G第43回社債
マイクロソフト社債
首都圏不燃建築公社

退職金給付資金(旧特定資産)
退職金給付資金(旧特定資産)

特定費用準備資金(旧特定資産)

運転資金

運転資金
運転資金
運転資金
運転資金

運転資金
運転資金

運転資金
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　3. 不可欠特定財産を有する場合には、使用目的等の欄に明示するものとする。
　4.（３）使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高に2.及び3.の情報の記載がある資産については、当該記載と
　　の対応関係を明らかにすることで、「場所・物量等」及び「使用目的等」の記載を省略することができる
　　（例：「公益目的保有財産１」「法人活動保有財産２」）。
 
　(3) 使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高
　　１．公益目的保有財産（継続して公益目的事業の用に供する公益目的事業財産）

　 （※）公益目的保有財産のうち、公益充実資金の取り崩し又は中期的収支均衡における解消策として取得したものがある
　　場合には、公益充実資金の取り崩し又は解消額とした額を明らかにする必要があります。
 
　　２．法人活動保有財産（公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）
 
　　３．公益充実資金
 
　　４．資産取得資金（公益以外の法人活動保有財産の取得又は改良）
 
　　５．特定費用準備資金(公益以外の特定の活動の実施)

4

運用益を
公益の用
に供して

いる

運用益を
公益の用
に供して

いる

4

2

3

1

財産の名
称

場所

面積、構造、
物量等

番
号

財産の使
用状況

（概要、
使用面

積、使用
状況等）

1
特定費用準備資金
ダイワネックスト

銀行定期

番
号

資金の名称

公益運用
有価証券

公益運用
有価証券

大和証券

東京電力パ
ワーグリッド

社債64回

大和証券

大和証券グ
ループ第43回

社債

5

特定費用準備資金
42東京電力PG

特定費用準備資金
43大和証券G

3

特定費用準備資金
みずほ銀行恵比寿

支店

特定費用準備資金
みずほ銀行恵比寿

支店

2

不可欠

特定財
産

取得時
期

公益充実資金の取
り崩し又は剰余額
の解消策に充てた

額の管理(※)

公益運用
有価証券

公益運用
有価証券

みずほ証券

マイクロソフ
ト社債

運用益を
公益の用
に供して

いる

137,331,194円 0円

大和証券

東京電力パ
ワーグリッド

社債50回

運用益を
公益の用
に供して

いる

帳簿価額

前期末
当期減少

額
当期増加

額
評価差額 期末

計

円 円

円

円

137,331,194円

9,615,865円 円 146,947,059円

171,444,874円0円 34,113,680円 円

円

円

9,863,400円

10,402,400円

4,232,015円

円

円

9,863,400円

10,402,400円

4,232,015円円

39,301,816円

1,209,542円

円

1,475,640円

4,232,015円

6,917,197円

収・管
帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 期末評価差額

0円 円 32,355,600円 円 32,355,600円

11,053,834円

92,268円

5,562,800円

15,767,985円

64,832,487円

円

92,268円

円

円

32,447,868円

円

円

円

円

円計

12,263,376円

0円

7,038,440円

20,000,000円
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　　６．指定寄附資金（交付者の定めた使途に充てるために保有している財産）

　 （※）公共通、公１、公２、収１、管 等

　 （※）控除対象財産の額の合計のうち、前期末の金額は経過措置の適用により省略しています

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

(単位：円)

　 （記載上の留意事項）

・期首又は期末のいずれかに残高がある場合にのみ作成する。

・当期増加額と当期減少額は相殺せずに、それぞれ総額で記載する。

(8) 引当金の内訳と増減額及び残高

(単位：円)

　（注）
　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収等による引当金の戻入れである。

　〇〇引当金の「当期減少額（その他）」は、一部〇〇の支給額変更による引当金の戻入れである。

差引残高

科 目

退職給付引当金

前期末残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
当期末残高

14,346,60012,100,260 2,246,340 0

前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

期末減価
償却累計額

当期
償却額

期末減損
損失累計額

当期減損
損失

000000

449,904

449,904449,904

無形固
定資産

電話
加入権

計

272,608 0 136,302 136,306 2,233,814 136,302

449,904 0 0 449,904 0 0

449,904

0 0 △ 2,097,508

0 0

△ 2,097,508

資産の種類

有形固
定資産

什器備品

計

272,608 0 136,302 136,306 2,233,814 136,302 0 0

控除対象財産の額の合計
176,633,010円 236,277,361円
前期末 期末
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５．活動計算書の注記
（１）財源区分別内訳

(単位：円)

 
（２）会計区分及び事業区分別内訳

　　活動計算書 一般純資産の部
(単位：円)

24,776,680
46,692,118

△ 21,915,438
9,615,865

5,000
9,610,865

△ 12,304,573

8,015,267
5,461,777
2,553,490

0
0
0

2,553,490

0
0
0
0
0
0
0

5,000
5,000

9,610,865
△ 12,304,573

255,068,100
242,763,527

科目
公1 小計
公益目的事業会計

法人会計
内部取引等消

去
合計

60,500
473,902

6,050
46,692,118

△ 21,915,438

9,615,865
9,615,865
9,615,865

5,000

9,615,865
9,615,865
9,615,865

5,000

その他費用計
その他収益費用差額

当期収益費用差額
期首一般純資産又は期首指定純資産
期末一般純資産又は期末指定純資産

40,945
17,993

850,007
4,008

1,024,373
2,660

60,500
473,902

6,050
46,692,118

△ 21,915,438

5,000
5,000

9,610,865
△ 12,304,573

255,068,100
242,763,527

経常収益費用差額
Ⅱ その他活動区分
その他収益
　特定資産評価益
　　為替差益

その他収益計
その他費用
　財務活動損失
　　特定運用資産償還差損

　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　支払手数料
　　雑費

経常費用計

　　印刷製本費 40,945
　　消耗品費
　　減価償却費
　　通信運搬費
　　旅費交通費
　　会議費

220,223
13,631
29,893

125,845
600

4,589
184,806
196,634
473,520

1,731,598
5,461,777

41,230,341
41,230,341

4,589
184,806
196,634
473,520

1,731,598
5,461,777

41,230,341
41,230,341

24,776,680
5,205,763

604,011
5,809,774
5,535,400
5,535,400
4,855,000

経常費用
経常収益計

　　為替差益
　　雑収益
　雑収益
　　公1事業収益
　事業収益
　　賛助会員受取会費

0
0
0
0
0
0

4,855,000
4,855,000
5,535,400
5,535,400
5,809,774

24,776,680
5,205,763

604,011

220,223
13,631
29,893

125,845
600

17,993
850,007

4,008
1,024,373

2,660
0
0
0
0
0

0
0
0

0

8,576,506 0 8,576,506
経常収益
　資産運用益

8,576,506 0 8,576,506
4,855,000 0

0
0
0
0
0
0

0
0
0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

指定純資産 合計
Ⅰ 経常活動区分

科目 一般純資産

　　受取利息
　受取会費

　　役員報酬
　管理費
　　公1事業費
　事業費

　　給料手当

　　福利厚生費
　　法定福利費
　　退職給付費用

経常収益 16,761,413 16,761,413
経常費用

当期経常収益費用差額
41,230,341

△ 24,468,928
41,230,341

△ 24,468,928
その他収益
その他費用

9,615,865
5,000

9,615,865
5,000

その他収益費用差額
当期収益費用差額

9,610,865
△ 14,858,063

9,610,865
△ 14,858,063
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（記載上の注意事項）
　・経常収益に各会計に共通した受取会費、又は受取寄付金がある場合には、各会計に配賦した金額及び配賦基準を
　　脚注として記載する。
 
（３）事業費・管理費の形態別区分
各会計区分別に経常費用の形態別分類別（中科目別）の費用額を記載してください。各事業別（公１、公２）や科目を
細分化した記載も構いません。複数の会計に共通して発生した費用がある場合には、各会計への配賦額とその配賦基準を
記載してください。

(単位：円)

 
１０. 金融商品の状況に関する事項の注記
　(1) 金融商品の状況に関する事項
 
　(2)満期保有目的債券の内訳、貸借対照表計上額、市場価格及び評価損益

(単位：円)

△ 944,200
△ 592,000
△ 835,400

△ 1,236,400
0

△ 104,200
△ 3,712,200

10,026,200
20,000,000
9,863,400

10,402,400
146,947,059

9,883,200
207,122,259

市場価格
9,082,000

19,408,000
9,028,000
9,166,000

146,947,059
9,779,000

203,410,059

730,000

1,518,00001,518,000

73,7526,05067,702

24,532024,532

631,505473,902157,603

41,652

2,067,4761,024,3731,043,103

1,056,25260,500995,752

22,8602,66020,200

314,612

2,180,907 220,223 2,401,130

136,30213,631122,671

6,714,654850,0075,864,647

179,92817,993161,935

5,50005,500

負担金

8,215,200473,5207,741,680

12,855,5981,731,59811,124,000

48,3194,58943,730

2,686,752184,8062,501,946

2,246,340196,6342,049,706

677,78829,893647,895

3,505,481125,8453,379,636

493,532600

46,692,118

給料手当

役員報酬

消耗品費

減価償却費

通信運搬費

旅費交通費

会議費

福利厚生費

法定福利費

退職給付費用

租税公課

諸謝金

保険料

賃借料

光熱水料費

新聞図書費

印刷製本費

雑費

支払利息

支払手数料

賞金

外注費

730,000

45,660

355,557

5,461,777

0

4,008

40,945

492,932

科目 公益目的事業会計 法人会計 合計 配賦基準
配賦基準：従事割合による

配賦基準：従事割合による

配賦基準：従事割合による

配賦基準：従事割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上及び使用割合による

配賦基準：実費計上

配賦基準：実費計上及び使用割合による

合計 41,230,341

種類及び銘柄 貸借対照表計上額 評価損益
東京電力パワーグリッド株式会社社債42回
大和証券グループ本社第43回無担保社債
東京電力パワーグリッド株式会社社債50回
東京電力パワーグリッド株式会社社債64回
マイクロソフト　コーポレーション社債
第15回三菱UFJファイナンシャルグルー社債

合　　　　　　計
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監 査 報 告 書

公益財団法人都市づくりパブリックデザインセンター

理 事長 岸井隆幸様

令和8年5月13日

公益財団法人都市づくりパプリックデザインセンタ ー

愚
し

、
て
ー

羞

⑤

蒸

喜

事

事

監

監

私たちは、令和7年4月1日から令和8年3月31日までの令和7年度事業における

会計及び業務の監査を行い、次のとおり報告する。

1.監査方法の概要

(1)会計監査について、帳簿ならびに関係書類の閲覧など必要と思われる監査手

続きを用いて計算書類の正確性を検討した。

(2)業務監査について、理事から業務の報告を聴取し、関係書類の閲覧など必要と

思われる監査手続きを用いて業務執行の妥当性を検討した。

2.監査意見

(1)活動計算書、貸借対照表、財産目録は、会計帳簿の記載金額と一致し、法人

の収支状況及び財政状態を正しく示していると認める。

(2)事業報告書の内容は真実であると認める。

(3)理事の職務執行に関する不正の行為またば法令もしくは定款に違反する重大

な事実はないと認める。

以 上
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